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ミリ波の通信装置にワイヤレス電力伝送の機能を実装した 

システムの開発と実験の研究成果について 
 

 

■研究成果のポイント 

 

⚫ ミリ波の通信と同一の周波数帯域でワイヤレス電力伝送（Wireless Power Transfer、

以下「WPT」）を実現。通信とWPTを時分割多重し、アンテナビームフォーミングを活

用して、通信とWPTの時空間分離システムの実証に成功 

⚫ 金沢工業大学が開発した世界最高レベルの高効率受電レクテナへの送電実験に成功 

 

 

■背景 

 

2035年にはIoTデバイスの数が1兆個を超えるといわれており、今後のエレクトロニクス・情報

分野の中核をなす産業になることが予測されています。しかし、電力利用の観点では、1兆個の

IoTデバイスの充電を賄うインフラの構築ができておらず、IoTの普及に大きな障害となってい

ます。ソフトバンク、京都大学および金沢工業大学は、このような課題に対して、通信とWPTを

融合させることで、電力利用のインフラ化を目指した研究開発を行ってきました。一般的に、

携帯電話の基地局は広く展開されているため、通信のみならずWPTのためのインフラとしても有

効利用が期待されます。また、通信のための無線リソースはユーザーによるトラフィックの発

生状況に依存するため、常に利用されているわけではありません。本研究では、基地局の非通

信時の無線リソースをWPTとして利用することで、基地局インフラおよび電波資源の有効利用を

実現することを最終目標にしています。 

 

 

 
 

図1：ミリ波の通信装置へのWPT機能の実装イメージ 

 

 

 



■開発した技術の詳細 

 

研究開発の成果として、通信とWPTを同一の周波数帯域で融合可能なシステムの実証（通信基地

局にWPTの機能を実装するシステムの実証）に成功しました。特に、既存のミリ波の通信装置に

WPT機能を実装したシステム（通信とWPTの時空間分離システム）の開発、金沢工業大学が開発

した世界最高レベルの受電効率を持つ受電レクテナへの送電実験（システムリンクバジェット

に完全適合することを確認）の2点は、新規性が高い成果になります。 

 

システムの特長： 

➢ 基地局の非通信リソースの有効利用：基地局を用いた新規事業の提案として、基地局

のリソースをWPTとして有効利用することで、新たなIoTやセンサーデバイス向けに無

線給電インフラを構築可能 

➢ 通信の拡張機能としてWPTを実現：新産業の創成や広域な社会実装が可能 

➢ OFDM（直交周波数分割多重方式）を崩さずに通信とWPTを両立：既存のモバイル通信と

の大きな親和性を確保 

 

■実験の概要 

 

このたび通信とWPTのフレームを時分割多重し、各フレームに応じてビームフォーミングするこ

とで、通信とWPTによるアンテナの共用および時空間分離システム（図2）を実証しました。ま

た、WPTのフレームとしてWPTに適したOFDM信号を利用することで、受電効率が高いWPTが可能で

あることを確認しました。このシステムを用いて、金沢工業大学が開発した世界最高レベルの

受電効率を持つ受電レクテナへの送電実験を実施し、ミリ波（28GHz帯）の通信装置からの電気

エネルギーを取得することに成功しました。この実験では、金沢工業大学が開発した0.1µm GaAs

ブリッジ整流器チップを搭載した受電レクテナを用いて、電気エネルギーを取得しています。

図3に示される通り、この受電レクテナが世界最高レベルの受電効率を持つことを確認しました。 

 

 
 

図2：通信装置へのWPTの機能実装（通信とWPTの時空間分離システム）イメージ 

 



 
 

図3：世界最高レベルの受電効率を持つ受電レクテナの開発 

 

また、より高効率なWPTの実装に向けて、送電アンテナの大開口化についての研究も進めていま

す。192素子フェイズドアレイアンテナを利用した伝送試験では、5mの距離で100µW／受電素子

の電力取得を確認しました（図3の受電レクテナを使用）。これは受電レクテナを100素子合成

することにより、10mWの電力を受電できる計算です。小電力のIoTデバイスやセンサーの平均消

費電力を十分賄うことが可能になります。 

 

一般的にアンテナを大開口化する場合は、アンテナの利得を増強することで、WPTの伝搬効率が

改善することになります。しかし、近傍界領域が遠方へとシフトすることで、意図しない伝搬

効率の劣化を招くことになります。京都大学は、近傍界領域での効率劣化の回避手法として、

フォーカスビームの導入を提唱しています。この研究開発では、192素子のフェイズドアレイア

ンテナおよび金沢工業大学が開発したGaAsレクテナICを組み合わせた実証で、フォーカスビー

ムの有効性を確認することに成功しました（図4）。 

 

 
図4：フォーカスビームに関する実証 

 

今回の研究成果は、AWPT 2022（Asian Wireless Power Transfer Workshop 2022）、APMC 2022

（Asia-Pacific Microwave Conference 2022）での発表を予定しています。 

 

この研究成果は、国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）の委託研究によって得られたも

のです。 
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